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スタグフレーションの下でのアメT)カ

小 売 企 業 の競 争 行 動

伸 上 哲

は じ め に

本稿は,1970年代後半以降のスタグフレーションの下でアメリカ小売企業が■

とった競争行動について分析することを主題とする｡

第一次オイル ･ショックに端を発した1974･75年の不況とインフ′レの同時発

生は,世界中の産業 ･商業 ･金融に混乱と停滞をもたらし,各国経済および企

業は低成長期にはいった｡ このスタグフレーション状況は,100年以上にわた

って世界の小売業の見本とされてきたアメリカの小売企業にも深刻な影響を及

ぼし,親横の大小にかかわらず多くの小売企業が業績不振に陥った｡表1より

示されることは,まず74-76年に不況とインフレが激化したことであり,その

ため小売企業の業績内容は,おもには消費の低迷による売上高の減少としてあ

らわれたことである｡その後78年のインフレ景気を経て,79年の第二次オイル

･ショックの後,80-82年の不況とインフレに加えて,インフレ抑制のための

高金利政策がとられたため,企業は再び生じた業績不振に加えて利息支払い増

額による利益の減少という事態に直面するOこの状況は84年まで継続するOこ

れがスタグフレーションの下でのアメリカ小売企業にとっての蓄積基盤の変化

である｡

この混乱と停滞のなかで,大規模小売企業ですら,一方では買収 ･合併の対

象とされるものが急増した1)｡ しかし他方で, この時期に競争行動の転換ない

1) 例えば A&Pの西独テンゲルマンによる買収,ジュェルのアメリカン･ス トアーズによる買

収 ･合併,セイフ･ウェイのメリル ･リンチによる支配,ワードのモービルによる買収等がある｡
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表1 アメリカの経済拾数

(出所) 日本評論社 ｢アメリカ経済白書｣1988年版より作成｡

Lは新たな創出が図られてきた｡第一に不況対策としての販路拡大の諸方鼠

第二にインフレによる経費増大への対応としてのコスト管理,そして第三に高

金利に対して金融分野での利潤獲得をめざした金融的対応がとられた｡これら

は合併による販路拡大,金融企業の買収などのかたちをとって行われることも

あったO本稿ではこのスタグフレーションの下で消費動向に直接影響される小

売企業が,事績基盤の変化に対応するためにとった具体的な競争行動を実証に

より確認し2),同じ環境変化の下でも,各企業の業態3),経営資源展開の違いに

応じて競争行動に差異が生じることを考察する｡

2) 蓄積について静ずるさいには,労働力についても言及しなければならないが,この課題は別の

機会に論ずる｡商業労働にかんしては,近藤文男,商業労働者,｢商業の経済理論｣所収, ミネ
ルヴァ書房,1976年,267-269ページ参照｡

3) アメリカでは,小売商業はどの総合店も同じような商品構成をとっているoLかし同様の商品

群を扱う業者であっても,その対象とする顧客層に応じて経営形態が大きく異なる｡本稿ではこ

のような小売商業経営形態を｢業態｣として扱う｡小売企業のタイプの多様性にかんする議論に

ついては,C.A.Bearchell,Retailing.lAprofessional4タProach,1975,pp.23-35を,また
社会階層とストア･イメージの関連についての考察は D.J.DalrympleandD.L.Thompson,
Retailing-1aneconomicvie抄,1969,pp.113-115を参腰｡
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その対象として,蓄積基盤変化にたいして最も革新的な競争手段をもって対

応した企業としてシアーズ (Sears,RoebuckandCo.)に焦点をあてる｡さら

にその競争行動を浮き彫りにするた桝こ,業界内資産第二位でシアーズと同一

業態のペニー(J.C.PenneyCompany,Ink.)と業界内売上高第二位でシアー

ズを急追しているKマート(KmartCorporation) をとりあげ,個々の競争行

動の分析と三社の比較検討を行う4)0

I シアーズの車争行動

表2は三社の収益 (売上高)と純利益および売上高利益率を示したものであ

る｡以下では三社の業績の推移と蓄積基盤の変化および競争行動転換との関係

について考察する｡

全米そして世界で最大の小売企業であるシアーズは,1986年に創業100周年

を迎えた｡その事業内容は,表3･4にみるように,1986年度で,小売部門が

売上高270億ドル,純利益7.3億ドル,金融部門が収益172億ドル,純利益8億ド

ルであり,近年小売部門の比重が低下し,金融部門の比重が上昇していること

が際立った特徴である｡

シアーズは,当初アメ1)カ中西部の農村を中心とした農民向けの総合通信販

売から事業を開始し,1920年までに売上高は2億5000万ドルにまで成長した｡

それ以降のシアーズの成長には大きな4つの革新がある｡第一の革新は,1925

年か ら店舗販売を展開したことである5)｡第二の革新は1931年にオールステー

ト保険を開始したことである｡第三の革新は1929年に着手され1948年に完成さ

4)小売企業の競争次元について,氏.R.Gist,ReiailingICbnceptsandDecisわns,1968では①
非小売との競争㊤異形意間違争④業態内議争の3つの次元が示されているOまた小売企業の発展

理論については,Gistの同書では,①自然淘汰㊤小売の輪㊥店舗の総合一一専門十総合モデル㊤
弁証法的の4つの理論が提示され, これらが補足的で対座的であることが確認されている｡W.

R.Davidson;D.J.Sweeney:良.W.Stamp月,ReLailingManagement9/E,1988ではこれに
ライフサイクル論が加えられて5つの理論として提示されている｡さらに小売業の業界構造と競

争行動の閑風ごっいては,白石善事 ｢流通構造と小売行動｣千倉書房,1987年,1-12,107-137
ページ参照｡

5) B.EmmetandJ.E.Jeuck,Catah･gueandCounterIA HistoryofSears,Roebuckand
C0.,1950,pp.338-357参照｡
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表2 シアーズ,ペニー,Kマートの収益,

1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977

シ′ア-ズ

収 益

(変 更 前)

純 利 益

17,711 19,643 22,878

(10,006) (10,991) (12,306) (13,101) (13,640) (14,950) (17,224)

557 627 675 459 522 694 829

ペ ニ _ .

売 上 高

(変 更 前)

純 利 益

5,825 6,443 7,064 7,678 8,622

(4,654) (5,397) (6,022) (6,681) (7,375) (8,065) (9,040)

133 164 183 122 194 229 302

Kマート

売 上 高

純 利 益

3,100 3,837 4,633 5,536 6,798 8,382 9,941

96 114 133 102 196 262 298

(荏) シアーズ,ペニーの一部については会計方法変更のため年継続作成不可能｡純利益に関して
(出所) 各社 AnnualRepol.t,各年版より作成｡

表3 シアーズ社部門別営業収益 (百万 ドル,潔)

1979I1980I1981E1982I1983I1984I1985I1986
シアーズ商品販売部門
オールステート保険
部門

ディーン･ウィック
ー金融サービス部門

コールドウェル･バ
ンカー不動産部門

シアーズ･ワールド
･トレード

全社的事業部門 ･部
門間取引

18,523 18,675
(75耳) (74.2)

5,727 6,138
(23.3) (24A)

346 379
(1.4) (1.5)

83 98
(0.3) (0.4)

-151 -129
(-0.6)Z(-0.5) ｡筆 頭 (驚 喜

25,161127,353r30,020I35･883138･828140･715144･281
(出所) Sears,RoebuckandCo.,AnnualReport,各年版より作成O
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利益,売上高利益率 (百万 ドル,潔)

1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986

24,475 24,528 25,161 27,357 30,020 35,883 38,828 40,715 44,281

(17,946)(17,514)

909 830 610 650 861 1,342 1,455 1,303 1,351

9,951 10,352 10,824 11,369 11,414 12,078 13,451 13,747 14,740

291 270 283 393 43〔〉 467 435 397 478

ll,696 12,731 14,204 16,527 16,772 18,598 21,096 22,420 22,246

344 358 261 220 262 492 J499 471 582

3.7 3.4 2.4 2.4 2.9 3.7

(5.1) (4.7)

2,9 2.6 2.6 3.5 3.8 3.9

2.9 2.8 1.8 1.3 1.6 2.6

3.7 3.2 3.1

3.2 2.9 3.2

2.4 2,1 2.6

は大きな変化がないためそのまま記載したが,売上高･利益率に関しては変更前数値も併記｡

表4 シアーズ社部門別純利益 (百万 ドル,潔)

197911980 I1981i1982L1983119841198511986

シアーズ商品販売部
門

オールステート保険
部門

ディーン･ウィッタ
-金融サービス部門

コール ドウェル･バ
ンカー不動産部門

シアーズ･ワールド
･トレード

全社的事業部門 ･部
門間取引 (ぷ '7l(rli･gn6k-75113'3:(-741･書写(_-91.;)Ol(=81…ヲ

合 計 】 830】 610】 650】 861l 1,342l 1,4551
(出所) Sears,RoebuckandCo.,AnnualReport,各年版より作成｡



122 (386) 第144巻 第3･4号

れた事業部制度の導入である6)0

第四の革新は現在も進行中のいわゆる ｢金融コソグロマリット化｣である｡
?

戦後順調に成長しつづけたシアーズも第一次オイルショックとその後の74･75

年の不況 ･インフレによって例外にもれず低迷した｡この状況にたいする対応

は,74･75年以降と80年以降の二つの時期に分けられるO

前期の特徴は次の3つである｡第一は,小売業内部の改善がはかられたこと

である｡1973年から75年にかけて収益が伸びなかったことにシアーズの停滞の

端緒があり,この原因は主に小売部門の低迷,とりわけ消費の落ち込みを背景

にした--ド部門の業績不振とKマート等のディスカウンターによる市場の侵

食にあった｡この事態に対処するたれ シアーズは多額の投資により新店舗の

開設とカタログ･センターの付設を行った.77年には小売部門の内容改善を徹

底させ,家庭用耐久財分野とアパレル分野で売上高の大きな伸びを示した｡こ

の時点でシアーズは再建の軸を小売業の再建に,しかもその量的拡張によって

切り抜けることにおいていた｡

第二は,信用販売が大幅に拡張されたことである｡77年には信用販売は前年

比で17.4%伸び,総収益の54.3%になった｡信用販売方式は不況期を売上の拡

張でのりきろうとするシアーズの競争行動にとって最良の補助手段であると同

時に,他の小売企業に先駆けてこの分野で前進したことは,80年代の慣向とも

かかわって重要であった｡

第三は,資金調達面における改善である｡ストック･オプションの集中と,

株式の分割 ･増資を捷唱することで,金融子会社であるSRAC(SearsRoebuck

AcceptanceCorporation)を通じた借り入れを容易にした｡また,信用販売額

が増大しても資金繰りを効率的にするため,78年より売掛債権の販売を開始し

た｡当時はまだカード業務のコストが大きく,そこからの金利収入は期待され

ていなかったたれ 多数の小売企業は代行カードを用いていた｡しかしシアー

6) A.D.Chandler,Jr.,StrategyandStructure,1962.三菱経済研究所訳 『経営戦略と組織』実
業之日本社,1962年,229-282ページおよび J.C.Worthy,ShapinganAmericanInstitution:
RobertE.lmoodandSears,Roebuck,1984参観,
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ズは,自社カードによるクレジットを行うことで信用業務に付随する顧客情級

を狙い,さらに売掛債権を販売することで資金繰りの効率性をも確保するとい

う対応をとった｡このことにより,シアーズは財務状況を改善し,投資を強化

することで新たな活動基盤の獲得を可能とした｡

第二,三の改善は金融業への関与を示してはいるが,むしろ直面する困難に

対して,売上高拡大で対処しようとすることに付随して生じたものである｡小

売業での停滞を打開するために金融多角化の方針が出されてはいたものの,､ユ金

融業は小売業を中心とした事業の進展に付随して取り組まれたにすぎない｡

79年以降はシアーズにとらて再び試練の年となった.この不振の原因は次の

点にある｡第一に長引く不況にもとづく顧客の消費動向の変化,第二にインフ

レによる在庫負担コストの増大 仕入れコスト,販売 ･管琴経費などの上昇,

そして第三に連邦当局がとったインフレ抑制のための高金利によるノ支払い利息

の増大である7㌔ この時期には, シアーズは76-78年のように, クレジットと

店舗増設をてことした売上高の拡張だけでは,変化に対応できない状況となっ

ていた｡ここにいたってシアーズは,スタグフレーションの下での不況,イン

フレによるコスト増および高金利に根本的に対応できる企業となるべく,その

明確な競争行動の採用のために新たな模索を開始した｡

80年には,三年間の総括と組織改革に重点をおきつつ,3部門 (シアーズ商

品販売,オールステート保険,セラコ･グループ)の自立性が強調され,資源

割り当て順位が打ち出される8)｡業務の明確化,'短期および長期にわたって収

益率を高めることができる資源割当の視点がここにいたって確立した0

7) Sears,RoebuckandCo.,AnnualReport,1979.
8) 商品販売部門は成熟事業と位置づけられて,組織合理化が行われ,管理職の早期退職プランが

立案された,オールステート保険に関しては,進んだ分野の継続的拡張と遅れた分野での機会発

見が重視され,セラコ･グループに関しては,従来のショッピ-/グ･セ-/メ-開発から,さらに

不動産全般 ･モーゲージ･保険をも扱うコンビニエンス･センターへと脱皮することが計画され

た (Sears,RoebuckandCo.,AnnualReport,1980).87年には,部門間の資源配分は 丘Ⅹ-魅
力的なものであるときには留める,phaseout-段階的に取り除く,sell-売却するという視点か
ら行うことが長起されたO鮎 には商品販売部門の再構築が,phaseolltにはシアーズ･ワール
ド･トレードの撤収が,Sellにはカリフォルニアのシアーズ･セイビ ング･パンク支店の売却が

含まれている(Sears,RoebuckandCo.,FinancialAnalystsMeeting,1987.6.4.Tokyo)0
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翌年この視点は,"theopportunitiesofcross-fertilization''(相互作用機

会)のスローガンのもと具体化され,当時全米第5位の証券会社ディーン･ウ

イック一･レイノルズ社と全米第-位の不動産会社コールドウェル･バンカー

社を買収することで,小売と金融のシナジー効果を狙った金融分野-の進出が

開始された｡

金融分野進出が,この時点でシアーズの停滞の原因である不況 ･インフレ･

高金利に対する有効な克服策か否かについては次のことが指摘できる081年は

商品販売部門の利益が持ち直し始めたが,保険部門は競争の激化によって減益

した年であった｡このまま保険部門の減益が続き,さらに不況 ･インフレの継

続により商品販売部門の持ち直しが期待できないようであれば,消費性向に逆

進的な貯蓄性向を全社の蓄積形態に取り込むことは重要な策であるということ,

これが金融分野進出の当面の動機であった｡

金融分野進出後のシアーズの経営上の重点課題は,獲得した事業部をいやに

整合的に経営するかである｡それぞれの事業部門ごとの方針が明確にされ,83

年の｢ニュー･シアーズの事業戦略｣につづき,84年には｢成長のための戦略｣

が打ち出されるOその内容の第一は, ｢未来店舗｣(thestoreofthefuture)

コソセプttに基づく店舗展開であるO計画の重点は,従来の--ド･ライン中

心であったシアーズ店舗の品揃えを,ソフト･ラインにも重点をかけ,新たな

ラインの導入と品揃えの強化,店舗改装によってシアーズ商品および店舗のイ

メージを変えようとするものであった｡第二は,シアーズ･ファイナンシャル

･ネットワ-クの形成によって,商品および金融サービスのワンストップ･シ

ョッピングを可能にすることである｡81-83年に金利収益が黒字に転化したこ

とを契機にディ-ソ･ウイック～･ファイナンシャル･サ-ビス･ネットJ7-

クが形成され,シアーズは小売店舗内における住宅販売,各種保険,投資手段

の販売を開始した｡第三に,両者を按合させるために多棟能を備えた ｢ディス

カバー･カード｣を発行することである｡この基本対応をみるかぎり,シア-

ズは小売と金融の両分野を重視しているとはいえ,依然中心を小売分野にもと
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めており,他の分野は自立的に利益と顧客を獲得する側面と,小売にたいする

金融技術と顧客情報の提供によってそれを補完する側面という二重の位置づけ

をも･;ている｡こうして個々の競争行動は,つねに全社と各部門の整合性追求

の視点から管理されるようになった｡

ⅠⅠ 対抗企業の黄争行動の特徴

(1)J.C.ペニーの競争行動の特徴

1902年に創業されたペニーは,戦前から一貫してアメリカ小売巣止位10社

以内の常連企業である｡アメ1)カの小売業態分類では,非食品総合店 GMS

(GeneralMarchandiseStore)として,とりわけその顧客層が数的に最も大き

い中間所得層を狙うところから,シアーズ,ワードとともにマス･マーチャン

ダイザーとして分類されている9)0

ペニーの発展にはシアーズほど明確な経営上の革新はみあたらないOとはい

え一貫して売上高と利益を向上させながら地位を確保してきたペニ｢に固有の

特徴は次の点にみいだされる｡まず衣料を中心とするいわゆるソフト部門に強

く,ペニーの商品構成にあってつねに高い水準をしめていることである10)｡し

かも,ペニーはシアーズ等の価格上競合する小売企業に対して,ファショソ性

･品揃えの点で優れており,広い顧客層をとらえている｡次に顧客イメージの

維持 ･改善を重視しなから,シアーズを主とした他企業の実証済みの経験を即

座に採用することで臨検応変かつ手堅い競争行動をとってきたことである｡た

とえば50年代に戦後の購買力の回復にともなって,消費者が生活の質を向上さ

せるた桝こ購入商品の幅を広げ始めたころ,シアーズのような--ド･ライン

重点策が優位とみるや,ペニーはそれまでのソフト･ライン商品重視の品揃え

9) 本稿での業態分類は,GMSをすべての給食店を含むものとし,そのなかで中間所得層を対象

顧客とする三企業をマス･マーチャンダイザーととらえる西村膏氏の見解にしたが う(西村膏

｢アメリカ流通業のすべて｣有斐閣,1987年)0

10) ペニーのソフト部門の構成比率は,戦前は96%前後と高かった.戦後はしばらく-- ド部門

の比率を高めたが,最近は再び80%近くへ上昇してきている (J.C.PenneyCompany,Ink_,
AnnualReport,各年版).
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から--ド･ラインにも重点をおいて充実させはじめた｡しかしペニーのハー

ド･ライン重点化は,シアーズのように本格的なものではなく,顧客にたいし

てGMSのイメージをもたせることでかれらを店舗に引き寄せ,そこでペニー

の得意分野で利益のあがる商品を購入させるという巧妙な苧段をとるためのも

のであったO金融分野への進出にかんしても,他の多数の小売企業より早く,

クレジットの導入を1958年から実施し,＼保険業にも60年代から進出している｡

以上のような成長過程をたどってきたペニーも,不況の影響で四年の純利益

は前年に比べて35.9%減少した｡その原田は,まず売上高と粗利益減退に加え

て,インフレによってひきおこされた一般経費,販売 ･管理経費が売上高に比

して増大したことにある｡とりわけペニーは,中間所得層を対象としているこ

とと節約可能な衣料を多く扱っているため,不況の影響は大きかった｡

その後も引き溌 く不況に対応するため,ペニーは次のような方策をとった.

ひとつはプライベート･プラソド商品の開発によってコスt･ダウンをはかり,

業態内の競争を強化したことであるoもうひとつはマス･マーチャンダイザ-

としての広い顧客層をターゲットとしつつ,さらなるGMS化の追求,DCブ

ランドの採用やファッション化の強化によってデパートメント･ストアとの競

争も打ち出したことである｡だがこの時期にとられた競争行動は,後者という

よりはむしろ前者すなわち業態内での顧客奪取に重点をおくものであった｡こ

れを成功させることで,ペニーは,70年代後半には売上高,利益とも回復しえ

たのであった｡

しかし79年以降,再びペニーに経営上の試練が訪れた｡加速するインフレー

ションと急増する利子コストの影響により, 前年比で売上高は4.0%増加した

ちのの,利子経費が22.･1%増加し, これが大きく影響して利益は11.6%減少し

た11)｡つまり70年代後半に追求した高級化によって膨大となった信用販売額は,

高金利のもと支払利息を増大させることとなった｡かくして79年以降ペニーに

必要とされたのは,不況に抗したコス ト･ダウソと,同時に信用販売高を伸ば

ll)J･C.PenneyCompany,Ink.,AnnualReport,1979.



スタグフレーシ{/の下でのアメT)カ小売企業の歳争行動 (391) 127

しつつも支払利息を減らす財務状況の改善であった｡

にもかかわらずペニーがまず具体化に着手したのは,商品ライン変更の決定

を示すことであった｡ひとつにLは--ド･ライン部門からの撤退であるOメジ

ャー･アプライアンス,ペイン1.,自動亭関連等の部門から撤退し,1)-ジョ

ナル ･ショッピング･センタ-のフルライン店に併設するオート･センターを

閉鎖することにより,全社的に不採算部門の撤収が行われた｡いまひとつ古も

アパレル部門,ホーム･ファーニシング･レジャー･ライン部門の拡充を押し

進めたことである｡この中心をなすのは,DCブランド,プライベート･ブラ

ンド商品の拡充によるファッション化の推進であった｡こうして,ソフト･ラ

イン3に対して--ド･ライン1という典型的なデパートメント･ストア業態

とマーチャンダイジング･ミックスが採用されたO結局以上の意味するところ

は,ペニーはアップスケール化した小売形態によって直妾に顧客層を拡張しよ

うとしたことである｡

最後に,ペニーの金融業への進出についてみ.る｡ペニーがクレジット販売を

開始したのは1958年であった｡衣料部門を中心とした高級化は,クレジット販

売の比率を急速に高めることとなり,80年代より金融分野への進出が急展開さ

れた｡ペニーの場合,クレジット販売は他社カード使用比率が高く,このこと

は金利と顧客情報獲得よりも商品販売それ自体に主眼をおくものである｡クレ

ジット以外では保険業に進出しており,250店舗に保険センターを開設してい

る｡さらに金融業務の親潮緩和を念頭において,ノンバンク･バンク展開をは

かっている.83年にはファースト･ナショナル･バンク･オブ･-～リントソ

を買収してJ.C.ペニー･ナショナル ･バンクとし,85年からはCDのテスト

･マーケティングを行っている｡また総合金融開発セソクー開発のためにJ･C.

ペニー･クレジット･サービシズを設立した｡しかしこれらの金融業への進出

の効果は,金融業分野で自立的に利益と顧客を獲得することよりも,クレジッ

トを補助手段として最大限に活用して,本業である商品販売を拡張することに

顕著である｡
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以上よりペニーの競争行動をまとめるならば,それはクレジットの導入や

｢未来店戦略｣といったシアーズの検証済みの経験を踏襲しつつも,その行動

の意図と役割がシアーズのそれとは異なっていると指摘できる｡つまりシアー

ズは,金融業を媒介した顧客層の拡張が全社的対応であるのに対し,ペニーは,

やや高級なプライベート ブランドによる業態内顧客の拡張を全社的対応とし,

金融業を小売業分野にとっての直接の補助手段にしているにすぎないといえる｡

(2) Kマートの競争行動の特徴

シア-ズ,ペニーと業態が異なり,競争行動の点でも異なった対応をしたK

マートについて,その行動の意図と内容を検討するo

Kマートは1889年バラエティ･ストア S.S.クレスゲとして創業されたO戦

前は都市中間層をねらった最大業態がバラエティ･ストアであり,日用品を中

心に大きな市場を有しつつ,次第に商品ラインを拡げながら発展した｡しかし

ながら戦後は,一方で消費者のニーズの多様化がすすむなかでマス･マーチャ

ンダイザーに市場を奪われ,他方で日用品にたいする消費者のディスカウント

志向を背景に新たに登場したディスカウンターによって追い立てられていった.

このような状況のもと,倒産寸前であった S.S.クレスゲを救ったのは,まさ

に62年のディスカウント･ストア方式12)の採用であった｡この革新は現在にい

たるまで追求され,ディスカウント･ストアKマートとして成長を遂げている｡

74･75年の不況 ･インフレーションの影響によるKマートの経営状況はこう

である｡全般的な消費の低迷に影響されて,表2にみるように,Kマートは74

年には売上高は伸ばしたものの純利益を前年比で24%も減少させ,売上高利益

率も前年までの3%前後から1.8%へと落ち込んでいる｡ しかしながらこの影

12) ユージン･ファウカウが1948年に開発したディスカウント方式は,ディスカウント -ウスと

いう経営形態すなわち簡便な店舗とコスト ダウンを徹底した商品を高回転で販売するものであ

り,それゆえ品揃えの幅は広いが奥行きは狭かったCそれに対し,1954年に開発されたディスカ

ウント･ストアとは,大規模店舗化さらにはチェーン化した経営形態である｡ディスカウント･

ストアの生成と種々のタイプ間の競争については,D.J.DuncanandC.F.Phillips,Retailing.･
Princil,leeandMethods,Clh.,1963,pp.13-21参殿｡
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響は1年だけにとどより,75年には利益を倍増させ売上高利益率でも73年水準

を回復させ,その後はむしろ高成長を続けた.その理由は,不況による購買力

減の影響を上回るほどに,ディスカウントを選好するというインフレに対する･

消費者行動にあるOこのことは,ディスカウソタ一一が一定の品質と品揃えの商

品をもって消費者のニーズとディスカウント志向の両方に応じる斉 ら揺,不況

･インフレは,マス ･マーチャンダイザーやデパートメント･ストアの顧客を

ディスカウンターに向かわしめることを示している18)｡

それを可能にした要因は,70年代後半以降の低成長期にあって,G.E.,ウェ

スチソグ･-ウスの家電を畔じめとした製造業,あるいはブランド衣料業者が,

かつては製品イメージを守るためにディスカウンターを回避していたが,この

時期には縮小する自らの販路を切り開くためディスカウンターにも商品を流し

はじめ,ディスカウントされたナショナル ･ブランド商品がシアーズやワード

のプライベート ブランド商品との競争において優位性を発揮したことにある｡

こうしてKマートは70年代を通じて20%以上の高成長を続け,店舗も10年間で

1000店近く増やし,売上高を4倍以上に,利益をほぼ4倍化し,76年度には売

上高でペニーを追い越したばかりか,シアーズの商品販売部門と比べても売上

高で70%近く,利益で80%以上にまで追い上げたのである｡

しかし80年代にはいってからの3年間,Kマートは苦境に陥ることとなった｡

その徴候は79年にあらわれていた.この年のKマートの売上高,純利益の成長

率は,それまで74年の純利益を除けば10数年にわたって20%以上の成長を続け

てきたにもかかわらず,それぞれ12.8%と4.2%に落ち込んだ｡原因はインフレ

圧力による広告,支払い利息を含む販売 ･管理経費比率の上昇にあった｡しか

しながら,この状況に対するKマートの認識は楽観的であり,ただ過去の成長

13) ｢ディスカウント･ス トアのコンセプトはいぜん健全であり,インフレの凝続によって,かな

り大きな市場が保証されるであろう.その競争相手は大衆デ′1-トではなく,むしろスーパース

トアやナシきナル･マーチャンダイズ･チェーン三社であろう｡｣M.P.McNairandE.G.May,
TheEvolull'onofReiaiZInstitutionsinLheUnitedStates,1976,清水猛訳 ｢̀̀小売の輸"は回

る｣有斐閣,1982年,173べ-ジ｡
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の軌跡に確信を深めるだけで,特別な対策をとらずに80年代を迎えた｡

80年,81年,82年と,売上高は各年とも上昇したが,純利益は79年度比でそ

れぞれ73%,61%,73%と低迷した｡この原因として,激しい不況と経費の増

大に加えて, ディス カウソトの強力な競争者の存在が指摘できる.バラエテ

ィ･ストア S.S.クレスゲがディスカウソト･ストアKマートに転身するさい

と同じ状況が,より強力な競争者による市場のいっそう激しい奪い合いのもと

で生じていたoLかも今回は業態内競争者である他のディスカウソクーは上下

双方から攻撃をかけてきた｡下方からはディスカウントをより徹底させた企業

が,また上方からは巨大企業を後ろ盾にもつ著しく成長しつつあるアップスケ

ール ･ディスカウンターが成熟段階にあるディスカウント･ストアの市場奪取

を展開14)しはじめたのである｡

Kマートはここにいたって競争行動の見直しを迫られることになるOその発

端は,危枚が訪れてまもない1980年に打ち出された ｢三つの戦略｣に確認され

る.第-に,取扱商品については,大量需要のある高品質タイプの商品を消費

者に供給できる品揃えをもつことが強調され,--ド･ライ'-/におけるナショ

ナル ･ブランドの大量取り込み15)と衣料部門の独立子会社経営が企図された｡

それと関連する店舗展開については,70年代の急速な多店舗化計画を変更して,

現存の店舗から高水準の営業を得るよう高級イメージを意図した改装を施すこ

となどに努力を集中しはじめた｡第二に,オートメ化,OA化の推進による管

理コストの節約が図られ,78年に導入したKINシステム(Kma.rtinformation

NetworkSystem)の拡張とPOSシステムの導入が行われた｡第三に,専門

店分野への進出として,書籍チェ-ソ店の買収やカフェテ1)ア･チェーンの買

収が行われたOしかしながら,OA化といっても管理コスト削減を重視するか

14) 西村哲 前掲書,160ページ参府.

･15) 導入されたNB商品は高品質のPB商品とあわせて,ディスカウント価格で販売されている｡

おもな取次商品にはセイコーの時計,カシオ,シャ∴プの計算俵,ミノルタのカメラ,GEのオ
ープソ･トースターなどが含まれるOまたプライベート･ブランドとしてシャープから家電のO

EM供与を受けている(KmartCorporation,AnnualReport,1980)｡
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ぎりのものであり,また専門店分野への進出にしても,その規模 ･位置づけと

も全社的対応への貢献となっていないのが実情である｡結局のところKマート

の競争行動の基本は,一貫してコスト･ダウンによるディスカウントの追求す

ることにある16)0

以上をみるかぎり,Ⅹマートにとって経営危枚にたいする全社的対応にあた

るものはディスカウント業態をとることと同義のことでしかない｡ディスカウ

ント方式は,60年代のS.S.クレスゲ時代に採用されたときには,有効な競争
手段であったが,変化した環境のもとで同じ対応を試みたところで,それは根

本的な困難の打開にはならない｡Kマートの行う個々の競争行動は,ディスカ

ウント方式にとってしか評価されず,新たな経営困難に対する根本的対応に収

赦されるものとなっていない｡そのため,Kマーtlにあっては,競争行動転換

の提起と展開がつねに遅れ,相乗的な効果を発揮しえない状況となっT'いる｡

83年以降は,経済環境の好転によって売上高,利益とも再び改善されているも

のの,83-86年の4年間の売上高利益率平均は,75-78年の2.9%に比べ,2.4

%となっており,0.5ポイント低下していることにKマ-トの不振があらわれ

ている.また以前のような高い成長性を失ったことからtKマートは本業以外の

事業分野から札 次々と撤退しているo Lかし,経費節減とディスカウント志

向に応じることで売上高,利益ともに伸ばしているところにディスカウンター

としてのKマートの競争行動の特徴があらわれている｡

ⅠⅠⅠ 小売企業三社の競争行動比較

;70年代後半以降の小売企業の競争行動の概要は表5に示される｡本薪では,

とのような競争行動の差異の規定要因,およびこれらの競争行動がもつ小売企

業固有の意味について,第一にシアーズ･ペニーとKマ一一トとの比較,第二に

シアーズとペニーとの比較より検討する｡

…第一の比較-シアーズ･ペニー対Kマート

16)KmartCorporation,AnnualReport,1981I82.
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先にみたように,シアーズ,ペニーが70年代後半期に競争行動転換を模索し

たのに対 し,Kマ- トはとくに対処策を講じることなく経営上の困難を切 り抜

けている｡しかもこの時期に,Kマー トは70年代初頭以降強化 していたプライ

ベート･ブランド商品開発 も軌道にのせはじめ,フルライン化の充実によるG

MSとしての基礎固めをほぼ達成 した｡74･75年の不況 ･インフレの影響は,

Ⅹマートにとって比較的軽微であり,むしろ顧客をシアーズ,ペニー等からK

マー トに向かわし軌 70年代後半期のしばらくの間高成長を競ける基礎を与え

る契機 として作用 した｡

金融化を重視するシアーズ,ペニーと小売手法の徹底をはかるKマー トとわ

それぞれの競争行動の内容 と意図について,南方の差異の規定要田は次の三点

にある｡

第一に,両者がそれぞれ対象とする顧客層と新たにねらう市場について｡シ

アーズ,ペニーは,中間所得層顧客を対象としてお り,商品の品質と顧客への

対応の幅が伝統的に設定されている｡それに比べディスカウンターKマー トは

ナショナル ･ブランドのディスカウント等の手段を用いることで,マス ･マ■-

チャソダイザーの市場をねらいやすい位置にいるOマス ･マーチャソダイザ-

がア ップスケールによってデパー トメント･ろ トアや専門店の市場をねらうの

は困難であり,逆にダウンスケールによってイメージを落 とすことを回避する

表5 3社の競争行動の概要比較 ･
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めに対し,ディスカウンターはアップスケールによって中間層という大きな,

しかも比較的進出しやすい市場をねらえる｡

･第二に,不況 ･インフレの影響と消費者行動について｡不況 ･インフレによ

ってその消費支出に大きな影響を受けたのは,デパートメント･ストアや専門

店が対象とする上位所得層ではなく,中間所得以下の層であり,このことは上

位所得層をマス･マーチャソダイザ一に向かわせないままに,中間所得層をデ

ィスカウソタ一に向かわせた｡さらにディスカウントへのニーズは,景気の変

動や嘩好の変化 (高級化 ･多様化 ･個性化)にかかわらず,消費者のあいだに

依然強く存在することもとれに影響している｡以上第一,第二の理由からKマ

ートは,価格競争を軸とした小売手法の徹底によって業界内競争の展開で変化

に対応したのである｡

第三のそして最も重要な要因は,マス･マーチャンダイザーの経営基盤につ

いてである.小売業めなかでも,広い顧客層と品揃えをもつマス･マーチャソ

ダイザ-は,資産17),資金調達,仕入れ,マーチャンダイジング‥クレジット,

顧客の伝統的なロイヤルティ等の自己経営基盤の点で最も優位な小売業厳であ

初,歳争行動および競争手段を業界内にとどめず,必要ならば他の分野にみい

だすことを,他業態の小売企業よりも容易に行いうる｡こうしてシアーズ,べ i

ニーともクレジット導入を販売促進手段として重視し,とりわけシアーズは証

券,不動産でも利益と顧客を獲得しつつ,それを介した商品販売部門での顧客

層拡張という高度な競争行動をとることができたのである｡

以上三点がマス･マーチャンダイザーであるシアーズ･ペニーと,ディスカ

ウソクーであるKマートとの競争行動の差異の規定要因である｡

第二の此較-シアーズ対ペニー

シアーズにくらべて,ペニーは小売のために他の競争手段を駆使しながらも,

あくまでも業界内,業腰内でのシェアの維持,拡大を直接追求することに重点

17) 86年度には,売上高で5位,純利益で4位のペニーの資産は111億ドルで,売上高,純利益と

も2位のⅩマートの資産105億ドルを上回っているo



134 (398) 第144巻 第3･4号

をおいている｡小売部門にかんしては,不況対策として,同業企業とりわけシ

アーズの顧客を獲得するた桝こ婦人衣料に焦点をあて,プライベート･プラソ

ドの拡充をはかりながら高級化を追求してきた｡この成功例として,シアーズ

が開発したショッピング･セソクーでシアーズ店舗が失敗し撤収したのち,ペ

ニーが入って成功した例もある｡金融手段の用い方もシアーズとは異なってい

る.たとえば,1979年には自社クレジット･カードに加えて VISA カード加

盟により自社受取債権を減少させようとした｡このカード化は金利獲得よりも

商品販売に重点をおいたものである｡

シアーズとペニーの間に以上のような相違が生じる理由は次の点にある｡第

一に両者の力関係として,ペニーはシアーズに比べて,資金,金融業のノウ-

ウ,マーチャンダイジングカにおいて劣位にあり,アップスケール以上の対応

を取り難い｡そのため全力で本業の維持をはかり,それに付随した補助手段と

してのみ他分野へも進出する｡第二に,両者の力関係以上に,小売業界におけ

る競争の特殊性がある｡つまり①小売企業は顧客ロイヤルティ獲得のため顧客

イメージを極度に重要視していること,㊥小売業の場合,中小小康企業は大規

模小売企業の下請けではなく,小売商業という点では同じ活動をしており,不

況期には大規模小売企業が中小小売企業のシェアを奪うことで対応することが

容易なこと,④業界 トップによる市場の完全制覇が絶対的に不可能なばかりか,

相対的にも進行Lがたいことからチャレンジャーおよびフォロワーはトップに

比べて手堅い競争行動を意向すること,がその特殊性である｡これらの理由か

ら,製造業の場合と異なって,小売商業にあっては競争行動の差別化すなわち

革新的な競争行動の採用はトップ企業に著しく見出されるのである｡

以上第一,第二の比較より,シアーズが業界 トップ企業としての能力を最大

限に活用してより根本的な競争手段を採用してきたことと,その小売業界内で

の意味が察せられる｡
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むすぴにかえて

1970年代後半から80年代前半における蓄積基盤の変化と札 ①不況 ･インフ

レにともなう消費者の対応の変化 すなわち購買力の低下あるいはニーズの多

様化 ･高級化 ㊤インフレにともなう管理コストの増大 ④高金利政策による

利払いの増加であった｡この点にかんして,対応できなかった企業が買収の対

象とされたのであり,対応できた企業が生き残れたのである.この蓄積基盤の

変化は,企業の蓄積形態18'に重要な変化をもたらした｡この変化に対応した個

々の企業の競争行動を分析した｡

以上より端的にいえることは,第一に業態と経営基盤の違いは企業の競争行

動の決定時期および内容に大きな影響を与えるということ,第二に小売業にお

いては,競争行動の差別化はトップ企業に著しく見出されるという′ことであるO

これらが現代大規模小売企業間の競争における固有の契機である19)0

18) 小売企業の蓄環形腰については,チェーン･システムが基礎であることにかわりほない.橋本

勲 ｢流通過程においても,資本の集積集中という資本主義発展の一飯法則は貫徹せざるをえない｡

その流通過程独自の貫徹形態が,ほかならぬチェJ/･システムである｡｣(｢現代商業学｣ミネ
ルヴァ書房,1971年,204ページ),および佐藤肇 ｢近代小売商業は1920年代になって革新的な経

営管理の方法としてチェーン･ストア経営を確立することによって,ついに低価格-大量販売の

営業活動を持続的に展開するもっとも確実な経営管理の原理と方法を創造したのである｡｣(｢日
本の流通磯樺｣有斐閣,1974年,31ページ)｡小売商業の新たな蓄積形態については, ここで両

者において述べられているチェーン･システムの意義に加えて,今後は擬制資本の運動レベルに

までおよぶ蓄積形態が論じられる必要があろう｡

19) 現代の大規模小売企業と稔資本の関係については,荒川祐吉の理論的考察が示唆的であるo荒

川祐書 ｢小売商業構造論｣千倉書房,第4版1985年,32-57ページ参贋｡




